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書籍市場の市場規模と
消費者の選択肢との関係
浅井澄子
《論文要旨》
近年の日本の書籍市場は，販売部数と販売金額の双方で，縮小の一途をたどって
いる。本論文は， 1960年から 2014年において，市場規模の縮小が消費者による書
籍の選択肢の縮小をもたらしているのか，否かを検証するとともに，両者の関係を
時系列分析の手法で考察したものである。市場規模と消費者の選択の幅安示す新利
害の発行点数について，構造変化の有無とそのタイミングを考察したところ，両者
の構造変化時期には， 10年以上のラグがあり，販売部数が減少に転じた後も新刊
点数は増加し，規模の縮小が選択肢の縮小に結びついていなかった。また，書籍市
場では書庖での販売の有無にかかわらず，取次への配送の翌月に出版社に書籍代金
が支払われるという独特の流通制度が存在し，そのシステムが市場規模の縮小下に
あって新刊書の発行安促進するという指摘がある。しかし，ベクトル自己回帰分析
の結果からは，その効果は見いだせなかった。
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1 はじめに
日本の書籍市場は，出版科学研究所 (2015)によると，販売部数ならびに
販売金額ともに減少している一方，多数の新刊書が，毎年，発行され続けて
いる。異なるタイトルが付けられた書籍の代替性は低く，書籍市場で膨大な
新刊書が発行されることは，製品差別化が進展し，消費者が幅広い選択肢を
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有している状態といえる。新刊書の増加は，書籍の選択肢の拡大を通じて，
消費者の効用を明加させるとみることができる。一方，書籍の出版には，原
稿執筆や編集作業が必要となるが，これらの費JIJは困定費用に相当する。
Hjorth-Andersen (2000)やvander Ploeg (2004)は，書籍費用全体に占
める固定費用の比率が高く，これが新刊書の発行点数を規定することを指摘
しているが，このような費用構造では，出版助成金のような資金が用意され
ない限り，ある程度の販売部数が見込めない書籍の発行は難しい。書籍の販
売部数は，タイトルによって大きく異なるが， JjI)(先制i数の減少は，出版社の
採算性の観点から，出版可能なタイトル数を減少させるだろう O 本論文では，
市場が縮小する状況下で新刊点数が増加してきたI:J*の書籍市場に着目し，
市場規模と新刊点数との因果関係を実証分析する。
日本の書籍の流通制度は，一般的な財の流通とは異なる。書籍の多くは，
書籍の卸売業者に相当する取次を経て書庖に配送され，出版社が直接，書庖
や消費者に販売することは少ない。この意味で書籍市場は，出版社・取次・
書f苫の垂直的取引関係を有する。多くの出版社は取次に新刊書を納品した翌
月に，取次から書籍金額の一部または全額を受け取る O 取次は自社の計画に
基づき，書店に書籍を配送し，翌月に書店から書籍代金を受け取るが，書庖
は一定期間内であれば，その書籍を取次経由で返却し，返却分の代金を精算
することができる(1)。その後，出版社と取次聞では，返品された書籍代金の
精算が行われる。書籍が実際に売れたか，否かに関わらず，多くの出版社は
新刊書発行の段階で現金を得るため，書籍市場の縮小による出版社の経営難
が，新刊書の発行を促進するとして，この現象を佐々木 (2010)は自転車操
業と称しているO また，佐J捺・芳賀・山田 (2011)は，新千IJ告に需要が集中
し，長く売れ続ける既刊書が少なくなっていることから，出版社が次々に新
刊書を発行せざるを得ないことを指摘し，この状況を一輪車操業と名付けて
いる。佐々木 (2010)の自転車操業と佐藤・芳賀・山田 (2011)の一輪車操
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業は表現が似ているが，前者は書籍の流通・決済システムに起因するのに対
し，後者は書籍の販売パタ』ミンによるもので， jj1.j*i'の-altは呉なる。
書籍や雑誌は，独占禁止法が禁止する再販売価絡維持の適用除外とされて
おり，出版社が取次と書庖の利潤を含めて小売価格安設定し，書屈は原則と
して値引き販売をすることができないがベ書庖は自らが注文した書籍を除
いては，売れ残りを返却することができるため，在庫リスクを有しなL、。こ
のように出版社と取次，取次と小売庖の関係は，通常の財取引とは異なる点
が多L、。
佐々木 (2010)が指摘するように出版社が新刊を出すことは，一時的であっ
ても，現金を得ることを可能にし，販売部数の減少と新千IJrJ;.1;の発行増加の同
時発生を説明するようにも見えるが，この書籍流通に特有の決済システムで，
市場規模の縮小と新刊点数の増加，すなわちバラエティの拡大を説明するこ
とは可能なのだろうか。今回は，書籍流通の制度全体を評価するものではな
いが，出版社と取次間の決済方法が，市場が縮小する状況下で新刊点数を増
加させているのか， ηかについて検証したい。
近年の雑誌を含む出版市場の縮小について，永江 (2014)はさまざまな要
因を挙げているが，本論文では市場縮小の要因は分析の対象外であり，市場
規模と消費者の選択肢の関係に焦点を当てる。また，ベストセラーのタイト
ル数や，いわゆるロングテールと呼ばれる中小規模の販指部数の増加も市場
規模に影響を与える。少数の作品への需要の集中，あるいはロングテール現
象の市場規模への影響は，タイトル別の飯売部数をみることで明らかになる
が，発表されているタイトル別の販売部数は， 2008年にオリコン・リサー
チが開始した調盆データに限定される(九今回は長期にわたっての分析を対
象とすることから，集計された市場全体のデータによる時系列分析の手法を
採用し，タイトル別の考察は行わない。
以下，第2節では本論文の分析に密接にかかわる部分に限定した日本の書
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籍市場の現状の強理，第3鮪は関係する研究のサーベイである。第4節は今
回の分析に使うモデルの説明，第5節はその推定結果，第6節は結語である。
2 日本の書籍市場
日本では，出版科学研究所が月次・年次ベースで書籍販売部数等のデータ
を集計し，月報と年報で公表している。出版科学研究所の集計対象は，取次
を経由した出版物であり，検定教科書や官庁出版物，ならびに出版社が直接，
曹I古や消費者に販売する出版物は集計対象には合まれない。しかし， 日本で
は出版社による書唐や消費者への書籍の直接販売は少なく，ブック・クラブ
も普及していないことや，出荷部数から返品された部数が差し引かれている
ことから，出版科学研究所のデータで日本の警籍市場の全体像をとらえるこ
とができるω。出版科学研究所のデータ以外にも，販売部数等のデータは，
出版ニュース杜が刊行する『出版年鑑Jに掲載されている。出版ニュース社
の販売データの対象には，自費出版が含まれているが，本論文では書籍の採
算性をめぐる問題を扱うことから，出版科学研究所のデータを使うこととす
る。
図lは，出版科学研究所がデータの収集を始めた 1960年から 2014年まで
の取次経由で流通する書籍の販売部数と新刊点数の推移を示したものである。
書籍の販売部数は， 1988年の 9億4，379万冊をピークに， 2014年では6億
4，461万冊と 1988年の 7割の水準にまで減少した。これに対し，書籍の新刊
点数は， 2009年に 60，914点でピークに達するまでー貰して増加し，その後
は，やや減少している。双方のピークの時期にはほぼ 20年のずれがあり，
1990年代から 2000年代までは，販売部数が減少している中で新刊点数は増
力加日していたことになる(加5酌}
市場の縮小に伴い， w出版指標年報」に掲載されている日本出版インフラ
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図1書籍販売部数(万冊〕と新刊点数(点)の推移
販売部数〈万冊)
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出所:出版科学研究所 (2015)のデータより作成
センターの資料によると， 日本の書底総庖舗数は， 2003年度末の 20，880か
ら2013年度末には 15，602に減少し門出版社数は，出版ニュース社の集計
で， 2003年度末の 4，311社から 2013年度末には 3，588社まで減少した。こ
れに対し，日本図書館協会の資料による公共図書館の個人貸出冊数は， 1990 
年では 26，304万冊であったものが， 2014年には 69，527万冊まで増加してい
る。この増加の背景には，検索システムの導入等のサービス向上に加え，公
共図書館が利用者の意向に沿って，ベストセラーの本を複数冊所蔵し，利用
者に貸し出している現状が指摘されており，瀬島 (2010)は，出版社や著者
が，公共図書館によるベストセラ一本の貸し出しに対し，批判的立場である
ことを記している。また， 2000年代には新品に近い書籍を消費者から買い
取り，これを安価で販売する，いわゆる新古書庖も浸透するようになり，消
費者が新刊曹に触れる手段が広がった。競害時間については， NHK放送文
化研究所 (2011)が， 2010年の読書時聞が 2005年と比較して若干ではある
が，減少していると述べているのに対し，毎日新聞社が毎年実施している読
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書持聞の調査結果を収録した「読書世論調査」では，読書時聞に大きな変化
はないという結県も報告されている O
前節の書籍流通の仕組み以外で新刊点数に影響を与えるであろうと思われ
るものに， 1990年代から 2000年代の出版市場における技術革新がある。出
版社はパソコンの普及以前では，著者から手書きの原稿を受け取り，印刷会
社がこれを活字に置き換えていたが， 2000年代以降，大部分の著者は電子
ファイルで原稿を提出している(九また，清田 (2010)は，出版物の制作費
用の内訳として，近年では印刷費が大幅に低下していること，星野 (2014)
は， 1990年代の州版市場におけるデジタル化が，牛.産・夜庫・物流の効率
化を促進させたと述べている。 情報技術の進展による制作費別の低下は，収
支が均衡するために必要な収入水準を低下させ，新刊曹の発行を促進する方
向に作用すると考えられる。
3 既存研究
書籍のように参入・退出が自由で，タイトルが異なれば製品内容が異なる
状況は，チェンパリンの独占的競争モテソレが当てはまる。チェンパリンのモ
デルでは，短期・長期の双方において，平均費用曲線が右下がりの領域で需
要曲線と接する点が均衡となる。このとき，企業数の減少，すなわち製品数
の減少による 1企業当たりの需要増加は，価格引き下げをもたらす。この意
味では，独占的競争モデルにおける均衡は過剰参入であるが，製品数の増加
にあたる新刊点数の増加は， Dixit and Stiglitz (J 977)の定式化のように，
消費者の選択肢の拡大を通じて，消費者の効用を増加させる。
書籍市場についての実証分析の蓄積は少ない。書籍需要の分析については，
Shehu et al目 (2014)が， ドイツのフィクション本を対象に，知名度の高く
ない著者に関する広告効果が大きいことを示した。 Clerides(2002)は，大
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学出版会から出版されたハードカバーとペーパーパックの需要と価格決定式
を連立で推定し， 2つのフォーマットの発行のタイミングが，それぞれの需
要に大きな影響を与えること，書籍の価格決定は，需要要因よりも，実際に
要する費用に依存することを示した。また， Schmidt-Stolting et al. (2011) 
は， ドイツにおけるフィクション本のハードカバーとペーパーパックの需要
関数を連立で推定し，需要の決定要因はフォーマット聞で相違があると結論
付けた。これらは，いずれもタイトル別データを使った販売部数に関する実
証分析である。
本論文に最も関係する既存研究として， Hjorth-Andersen (2000)が挙げ
られる。 Hjorth-Andersen(2000)は，集計された書籍の販売部数，新刊点
数と価格の3つの変数の関係から，販売部数と価格の推定式を導出した。こ
れが実際に推定できれば， 3変数間の関係が明らかになったところであるが，
Hjorth-Andersen (2000)の推定は，データの制約から，年間販売部数を平
均価格，可処分所得，新刊点数の 3つの説明変数を使って線形回帰したもの
で分析を終えている。実証分析としては物足りないが，阪売部数，新刊点数
と価格の3変数聞の関係を定式化したところに，この研究の意義がある。
集計レベルでの書籍の需要は，平均価格，可処分所得，読書習慣や読書人
口，余暇時間の配分，図書館の利用状況や新古書庖の台頭等のさまざまな要
素によって規定されるだろう。日jorth-Andersen(2000)は，新刊点数奇固
定費用と可処分所得の関数と規定したが，日本の場合，清田 (2010)の印刷
費用の低下の指摘を踏まえると，固定費用だけではなく，可変費用を含めた
総費用でとらえる方が適切であり，これに加えて，書籍市場の規模や流通シ
ステム等も，新刊点数に影響を与える可能性がある。 Hjorth-Andersen
(2000)も断念したように，社会生活の変化や出版社の費用構造は，データ
として入手しにくい。このため，本論文では，時系列データにおいて，どの
時点で構造変化が生じたのかを検出する Vogelsang(197)の手法を書籍
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の販売部数と新刊点数に適用する。これにより，どの時点で販売部数と新刊
点数に構造変化が生じたのか，構造変化の時期に違いがあるのかを検証し，
構造変化時期の状況との関係を考察することができる。 Ben-Davidand 
Papell 0995， 1998)は， Vogelsang (1997)の方法で各国の GDPの構造
変化のタイミングを分析し， Deleersnyder et al. (2002)は， ヨーロッパに
おける電子新聞の導入によって，紙嬬体の新聞購読が影響を受けたか，否か
を検証するため，新聞販売の時系列データを使って分析した。 Deleersn)ん
der et al. (2002)は，電子書籍の導入時点に限定して構造変化の有無を検
証し，電子新聞の導入の新聞販売に与えた影響は小さいと結論付けている。
4 モデル
Hjorth-Andersen (2000)と日本の書籍市場の現状から，書籍販売部数と
新刊書の発行点数の決定要因は，以下のように表すことができる。
書籍販売部数=/(書籍価格，可処分所得，新刊点数，人口動態，イン
ターネットの進展，社会生活の変化，図書館や新古書庖
の普及等)
新刊点数=/(書籍制作費用，書籍販売部数，流通・決済システム等)
可処分所得と新刊点数の増加は，書籍販売部数の増加をもたらし，書籍価
格の上昇，読書人口の減少，インターネット等の他メディアの普及，図書館
の貸出冊数の増加と新古書庖の普及は，販売部数の減少を招くと想定される。
一方，近年の書籍販売部数の減少は，出版社の採算性の観点からは新刊点数
の減少をもたらすと考えられるが，技術進歩による書籍の制作費用の低下は，
新刊点数を増加させる台予想される。また，佐々木 (2010)が指摘する自転
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車操業の現象が市場会体に及んでいるならば，採算性とは逆に，販売部数の
減少は新刊点数を増加させる方向に作用するだろう。図 lで示されるとおり，
販売部数と新刊点数がピークに達した年次は大きく異なるが，これは市場縮
小による採算性の悪化以外の要因が影響している結果と考えられる。
本論文では，販売部数 (Sale) と新刊点数 (Title)のそれぞれの構造変
化の時期を確定するため，以下の推定式を用いる。新刊点数の構造変化の検
証には， (1)式の SaleをTitleに置き換えて推定する。
Salet =α。+αl+s1Dt+s2D司+r:1= 1ηSalet_j 、 、 』 ， ，????、
ここでSaleは販売部数の自然対数値である(九九を構造変化の発生時点と
するとき，ダミー変数Dは，t ~ TBのとき 1，それ以外はゼロ，DTは，
t二三九のとき，DT = t-TB • これ以外はゼ、ロである。(1)式は 1%のトリ
ミングで，tを1期ずつずらして推定した。毎年の推定を行ったうえで，
sl口ん口 OのF値の最大傭が.Vog日lsang(1997)の閥値安超えた場合，
その年に構造変化が起き，F値の最大値が闇値を超えていない場合は，統計
的に有意な構造変化は起きていないと判断される。
販売部数と新刊点数は時系列データであることから，単位根検定の結果，
定常過程が確認できない場合は， 1回の階差をとる。その際の推定式は(2)
式であり， sl思 Oの検定を行うことになる。本論文では，単位線検定とし
て， Augmented Dickey-Fuller (ADF)とPhillips-Perron(PP)の2つ
のテストを併用した。
L1Salet =α。サlDt+r:1= 1 ijL1Salet-i 、?， ， ，????、
次に，市場規模ど消費者の選択の帽与を示す新刊点数との関係について，ベ
クトル自己回帰分析を行い，グレンジャーの意味での因果関係を考察する。
単位根検定により，販売部数と新刊点数の定常過程が確認される場合はレべ
(697 ) 119 
政経論叢第84巻第5・6号
ル・データ，定常過程は確認できないが，共和分関係にある場合は誤差修正
モデル，共和分関係がない場合は階差をとったモデルが探川される。構造変
化とベクトル自己回帰分析に用いる変数は，書籍販売部数と新刊点数であり，
図1と同様，出版科学研究所が発行する「出版指標年報 2015Jより入手し
Tこ。
5 推定結果
1960年から 2014年の年次の販売部数と新刊点数のレベル・データで単位
根検定を行った結果， ADFテストでは 10%，PPテストでは 5%の有意水
準で，定常過程が確認されたため，推定には(1)式を用いた。表 lは， (1) 
式を l年ずつずらして推定し，F値が最大となった年の推定結果を示す。販
売部数の Y値は 1983年の 90.64が最大，新fリ点数は 1996年の 63.12が最大
であり，双方とも Voge1sang(1997)の闘値で判断すると， 1%水準で有意
な構造変化が起きていたという結果が得られる O 販売部数のピークは 1988
表 1 構造変化の推定結果
Sale (1983年) Title (1996年)
α。(constant) 10.0832 (0.0947)判事 9.4007 (0.0318)科卒
α1 (t) 0.0569 (0.0051)判権 0.0396 (0.0013)料キ
sl (D) 0.0950 (0.0295)料* 0.0299 (0.0263) 
sl (j)T) -0.0687 (0.0058)材本 -0.0332 (O.OOBO)開
71 0.7207 (0.1308)料率 1.0136 (0.1434)*材
72 0.3716 (0.1497)紳 -0.4751 (0.1651)*材
73 -0.4330 (0.1500)料* 0.3331 (0.1529)** 
74 0.0190 (0.1192) 0.2562 (0.1098)材
修正済決定係数 0.9912 0.9967 
対数尤度 112.34 117.91 
赤池の情報量基準 -4.0917 -4.3100 
( )内は標準偏差 ** 1%， *5% 
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年であるが， ピークの数年前から販売部数の対前年伸び率は鈍化しており，
ピーク前に構造変化が起きていたことになる。また，古鮪新刊点数について
も， ピークは 2009年であるが，それ以前から伸び率は鈍化しており. 1996 
年が新刊点数の転換期ということになる。販売部数と新刊点数の構造変化の
タイミングには. 10年以上のラグがあり，販売部数の構造変化後も，新刊
点数は増加し続けたことが示される。
構造変化前の 1960年から 19H2年までの販売部数の対前年変化率の、F.均値
は8.243%.構造変化後の 1984年から 2014年までの対前年変化率の平均値
は一0.867%で，構造変化以降に市場規模が縮小していることが示される。
新刊点数については，構造変化前の 1960年から 19951f.までの対前年変化本
の平均値が4.478%であったのに対し. 1997年から 2014年では 0.421%に低
下している。インターネットが書籍の市場規模に与えた影響は，本論文の目
的ではないが，インターネットが一般に背及したのは 1990年代後半であり，
構造変化は，それより 10年以上前の 1983年に起きており，インターネット
のみに販売部数減少の要因を課すことは適切ではないだろう。出版科学研究
所が発表する書籍販売額の集計値は，インターネットが広がり始めた 1996
年の l兆931億円をピークとし，その後は減少傾向にある。しかし，消費者
物価指数の「書籍Jで実質化すると. 1989年が最大値となり，その後，実
質販売額は減少傾向にある O 販売部数の最大値が 1988年であることから，
実質化した販売金額と販売部数のピーク時はほぼ一致し，書籍市場は販売部
数と金額ベースの双方で，インターネットの普及以前に縮小傾向に入ってい
たことになる。
図lの販売部数と新刊点数の推移，ならびに構造変化のIg')日!の大きなずれ
から，市場規模の縮小が消費者の選択肢の縮小に直結していないことがわか
る。出版社は市場が縮小に転じた後には，新刊書の発行決定に慎重になるだ
ろう。しかし，市場規模が縮小している聞も新刊点数が増加している要因と
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して，技術進歩による新刊替の制作費用の低下が挙げられよう。鹿野
(2014)は，出版市場における情報技術の進艇は 1990年代から 2000年代に
起こり，これが効率性の改善に寄与したと指摘している。パソコンが個人に
浸透し，著者が出版社に手交していた手書き原稿は， 1990年代後半から
2000年代前半にかけて，デジタル・ファイルに置き換えられたとみること
ができる。販売部数のピーク後も，新刊点数が 2000年代まで概ね増加傾向
にあった背是には，情報技術の進展による制作費用の低ドが新刊書の発行を
促したことが考えられる。
佐々木 (2010)が指摘する出版社と取次との資金の流れが，新刊点数の楠
加をもたらしたのか，1fiかを検証するため，本論文では，技術が成熟段階に
入り，かっ販売部数の減少が顕著になった期間に限定して，ベクトル自己回
帰分析で販売部数と新刊点数の関係を分析した。 2007年以降の販売部数の
対前年変化率は，すべてマイナスで，書籍市場は縮小の一途をたどっている。
このため，推定の対象期間は，書籍の販売部数が減少している 2007年1月
から 2014年 12月までの 8年間で，データは月次の販売部数と新刊点数であ
る。この期間中，本の制作に影響を与える顕著な技術進歩は見当たらない。
技術進歩の影響がなく，市場の縮小による採算性の見込みの悪化が，新刊害
発行の判断に大きな影響を与えるならば，販売部数の減少は新刊点数の減少
をもたらすだろう。一方，販売の有無にかかわらず，出版社が取次に新刊警
を配送した翌月に現金を得る決済システムが，出版社に新刊吉の発行を促す
ならば，販売部数の減少は新刊書の発行を促進する方向に働くことになる。
2007年から 2014年までの月次の販売部数と新刊点数について， 2つの単
位根テストで検定を行った結巣， 2変数とも単位根が仔在し，かつ，共和分
関係にはないが， 1回の階差をとることで，定常過程が確認された。このた
め， 1回の階差をとったベクトル自己回帰分析を行った。推定式は， (3)式
と(4)式で，赤池の情報量基準より 6か月のラグが選択された。
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L1Salet = I;~ ~ 1α i L1 Titlet-i十I;~ ~ 1 siL1Salet-i 
L1 Title t I;~ ~ 1α i L1 Titlet-i十I;~ 1βiL1Salet-i 
( 3 ) 
( 4 ) 
推定結果は，表2のとおりである。 (3)式のαiの推定値はいずれも，有
意な負の値である。ここでの販売部数には新刊書だけではなく，既刊書の販
売部数も含まれ，その内訳は不明であるが，新flj点数の増加が， 1タイトル
当たりの!坂JC部数の減少を悩くことはあっても，販売部数全体を減少させる
方向に働くとは想定されなL、。このため，新刊点数の増加が既刊書を含めた
販売部数の減少をもたらすという結果は，余暇時間の配分の変化や図書館・
新古書店の活動等が， 1タイトル当たりの販売部数を引きドげ，その販売在日
数の減少が，新刊点数の増加による販売部数の増加効果を上回っていたと解
釈される。
ここでのベクトル自己同州分析の目的は，販売部数の減少が新刊点数の増
加を招いているか，否かの検誌であり，その関係は(4)式のβの推定値で
判断することができる。ラグ付きの販売部数の推定伎は，ゼロであることを
棄却できない 5か月前 (Sale-5)を除いては正の値であり，そのうち 4期
では 1%または 5%水準で有意な値である。出販社が当而の資金を獲得する
ために新刊書を発行する誘因が働いているならば，販売部数の減少が新刊点
数の増加後もたらすことになるが，ベクトル自己回帰分析の結果から，販売
部数と新刊点数は同一方向に動くことがぷされる。販売部数は新刊点数に，
新刊点数は販売部数に影響を与えるとするグレンジャーの意味での因果関係
の存在は 1%水準で確認される。このベクトル自己回帰分析では，販売部数
と新刊点数の 2変数のデータの動きのみをとらえ，資金の流れの効果を拙1
するものではない。資金難に直面した中小の出版社が，当面の資金を獲得す
るために新刊書を発行することはあり得るかもしれないへしかし，市場全
体でみる限り，最近の市場の縮小は，新刊書の発行を抑制する方向に作則す
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ると結論付けられ，自転車操業が市場全体に大きな影響を与えるとLサ仮説
は棄却される。 ~)j ， 佐藤・芳賀・山田 (2011) が指摘する需要の販売当初
の集中による既刊書の販売不振が，新刊書の発行を促進させている可能性も
考えられる。『出版年鑑2015Jによると， ドイツでは， 2003年の出版点数に
おける新刊点数と重版点数の比率は，重版1に対し，新刊は 3.l7であった
が， 20日年には重版点数に対する新刊点数の比率は 7.01まで上昇し，重版
される書籍が減少している状況がうかがえる (p.344)。もっとも，日本で
は，新刊書と既刊替の販売部数の内訳，あるいは新刊書の点数と重版点数が
不明であること，タイトル別の販売部数のデータは， 2008年までしかさか
のぼることができないため，佐藤・芳賀・山田 (2011)の一輪車操業の仮説
をデータで検証することは難しい。
書籍の販売部数と新刊点数に関して， Vogelsang (1997)による構造変
表2 推定結果
L1Sale L1Title 
TitlL1 1.121¥5 (0.1289)料事 -0.7784 (0.1105)料水
Title_2 -1.6194 (0.1825)キ判 -0.6699 (0.1564)紳*
TitlLa -0.9987 (0.2405)件キ -0.1953 (0.2061) 
TitlL4 -1.0100 (0.2450)料本 -0.1141 (0.2100) 
TitlL5 -1.1274 (0.2149)本梓 -0.1533 (0.1842) 
TitlL6 -0.7570 (0.1554)本科 -0.3691 (0.1332)*特
Sale_1 0.3206 (0.0966)科卒 0.3853 (0.0828)件本
Sale_2 -0.1772 (0.1112) 0.3217 (0.0957)**キ
Sale_a 0.0688 (0.0983) 0.1751 (0.0843)糾
Sale_4 0.2898 (0.0906)材不 0.0881 (0.0777) 
Sale_5 0.1044 (0.0896) -0.0561 (0.0768) 
Sale_6 0.5577 (0.0860)材不 0.27'70 (0.0737)柿本
修正済決定係数 0.8684 0.6514 
対数尤度 204.6310 
赤池の情報量基準 -4.0591 
( )内は標準誤差問1%ブキ5%，* 10% 
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化の検証とベクトル自己回帰分析による最近の両者の因果関係の締果安総合
すると， 1960年から 2014年まででは，市場の縮小が直ちに新刊点数のi威少，
すなわち消費者の選択の幅を縮小させることはなかった。しかし，顕著な技
術進歩が見られない最近の 8年間に限定すると，新刊点数の増加で補うこと
ができない市場規模の縮小が起こり，その市場規模の縮小が，新刊点数の減
少を招いていると解釈できょう。
6 おわりに
日本の書籍市場は，販売部数で測った市場規模と新刊点数で測った消費者
の選択肢の双方が拡大していた時期から，市場規模のみが縮小に転じた。
1990年代までは，情報技術の進歩による制作費用の低下等により，消費者
の選択の幅は維持されていたが， 2010年代以降は両者が縮小する時期に入っ
ていった。もし，当面の資金讃得による新刊害発行の効果が，市場規模の縮
小による新刊書の発行抑制を上回っていたならば，市場は縮小しているにも
かかわらず，多数の新刊書が発行され，消費者に幅広い選択肢の提供による
効用増加をもたらしたであろう。しかし，推定の結果は，市場規模の縮小は，
新刊書の発行を抑制するというものであった。この結果は，出版社が採算性
に恭つやさ合理的な判断を下しているという自然な結果であるが，消費者の選
択肢の拡大が，消費者の効用の増加につながることを考慮すると，新刊点数
の減少が消費者の効用を低下させ， これが市場の縮小に拍車唱をかけるという
負のフィードパックが作用することとなり，出版社と消費者の双方にとって，
不都合な状況に陥っているといえる。
もっとも，本論文では紙媒体で発行窓れる書籍の購入のみ安扱い，図書館
による書籍の貸し出し，新古書庖による書籍の再利用，ならびに電子書籍と
いう新刊の紙媒体の購入以外で著作物に触れる手段については，検討の対象
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としていない。著作物に触れる機会が多様化している中で，紙嫌体の書籍販
売のみを対象とする分析は，市場規模と消費者の選択肢の双方を過小評価し
ていることになるだろう。
今回の分析では，市場規模の縮小が新刊点数を増加させるという自転車操
業の現象は確認できなかった。しかし，これが当てはまるのは，大手ではな
く，中小規模の出版社かもしれない。出版社別の販売部数と新刊点数の月次
データは公表されていないが，書籍市場の構造を知るには出版社別，あるい
はグループ別の実証分析も有用であろう。さらに，月次データでは，出版社
の規模別データを含め，きめ細かなデータの収集が難しく，書籍市場の規模
とバラエティとの関係については，今回はベクトル自己回帰分析にとどまり，
書籍市場に特有の流通・決済システムの効果を明示的にモデルに組み込むこ
とはできなかった。その意味で，今回の分析は予備的なものであり，出版社
の行動を盛り込んだ定式化が望まれる。
{注〉
(1) 奈 (2012)によると，出版社と取次聞の契約は，出版社の規模等によって異
なるが，約300祉の出版社には，納品の翌月に取次から支払いが行われる。木
下 (2010)は，その支払金額は，書籍金額の3割から全額であり，この比率は
取次と出版社の契約によって異なると述べている。
(2 ) 出版社が釘らの意思で書籍を再販売価格維持の対象外とすることは部分再販，
発行から一定期間経過後に再販売価格維持の対象から外すことは時限再販と呼
ばれる。公正取引委員会は， 1979年に部分再販や時限再販を推奨し， 1980年
には関係者間で再販売価格維持契約書の改訂が行われたが，実際の運用は限定
的である。
(3) 大手書庖や取次は，定期的にベストセラーの作品名とその順位を公表してい
るが，販売部数は含まれていない。販売部数のデータが入手可能になったのは，
音楽CD等のヒットチャートの作成を手掛けているオリコン・リサーチが，
126 
2008年にアマゾンを含む主要な書庖から収集した販売部数の集計を始めた以
降である。
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(4) 芝田 (2010)は，出版科学研究所のデータの信頼性安評価している。
(5 ) 出版科学研究所は，書籍の新刊点数の集計方法を 1995年に変更した。図 l
の数値は時系列データの連続性を維持するため， 1995年以前の集計方法によ
る数債を採用した。
(6) 審J5数は減少しているが，売り場面積の減少は観察されておらず，減少して
いるのは，小規模な書唐とみられる。
(7) 松本 (2010)は， i書籍の出版企画・制作等に関する実態調査」を引用し，
著者から原稿の 70%以上安デジタルデータで受領する出版社は， 1993年には
7.4%であったが，2001年には 64.3%，2005年には 75.7%に逮していると報告
しているo
(8) 各国の GDPの構造変化を検証した Ben-Davidand Papell (1995， 1998)も，
分散不均一性に対応するため， GDPに対数をとった。
(9 ) 出版科学研究所は，年聞の新刊書発行数別の出版社数のデータも年報で公表
している。これによると，2007年で新刊書を l点発行した出版社数は 1，146社
で会体の 31.2%，3点以下では 1，893社で 51.7%であった。これに対し，2014 
年では l点を発行した出版社は 1，158社で 33.4%， 3点以下では 1，8331:土の 52.9
%で，新刊点数別出版社数の構成比にはほとんど変化は見られず，出版社数の
構成比で判断する限り，新刊書の発行の少ない出版社が，新刊書の発行点数告
増やしているという証左は見いだせない。
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